
要員定数と雇用形態について



(要員定数)

・入所系施設 :基準人員×１．３

・通所系施設 :基準人員×１．１

・それ以外の施設:原則、基準人員どおり

※原則、直接処遇職員のみ((例)生活相談員等は×1.0)

１．要員定数に基づく人員配置について

不足のある事業所は不足分を補った上で、
不足のない事業所は今いる人材で、
事業を回していく必要がある



２．人員の不足を補う方法について

事業所での取り組み

採用時の取り組み

事業所間での取り組み



３．選択肢の種類と雇用形態について

◎就業規則第２条[職員種別]１９条[定年]（正確な文面は規則を確認）
👇
☆Ⅱ種職員 事業所運営の日常業務及び管理業務を担い、人事異動に制限がなく，

事業団が定めるすべての労働時間に対応することを前提とする職員
☆Ⅳ種職員 事業所運営の日常業務を担う職員で，勤務する事業所，職種，担当

する職務及び労働時間等を限定する労働契約を締結した職員
☆契約社員 事業所運営の日常業務及び補助的業務又は特定の業務に従事し，

所定労働時間がⅡ種職員より短く（１箇月を平均して１週間の所定
労働時間が概ね３０時間未満），事業形態や業務内容等に応じた勤
務形態で勤務する職員

☆再雇用嘱託職員
事業団を定年退職した職員で第２０条の規定に基づき期間を定めて
再雇用された職員で契約社員以外のもの

☆職員の定年は６０歳とし，６０歳に達した日の属する年度の３月３１日に退職
する。

◎契約社員就業規則第９条[契約期間～等] （正確な文面は規則を確認）
👇
☆契約社員の契約形態は，日額及び時給とする。
☆契約社員が満６５歳に到達した日以降は原則として契約期間の更新を行わない。
☆無期労働契約に転換した契約社員は，満６５歳に到達した日以降初めて迎える
３月末日をもって定年退職とする。
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４．人材を採用する際の考え方（費用面）



５．さいごに

～ご協力のお願い～

持続可能な事業運営を目指し、多様な働き方に対応する為、

ご協力の程、よろしくお願いします。

介護報酬の
見直し

介護人材の
不足 ICT機器の

活用

様々な社会環境の変化に対応していく必要がある。


